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研究成果の概要（和文）：1970年代に日本を襲った４つのグローバル・ショックのうち、ソ連の脅威の増大と資
源等の商品貿易の面については日米協調を中心に乗り切った。しかし、その副作用として中国の国力増大への対
応が遅れて現在のようにその脅威に対面する状況となった。同じく、通貨・金融面の対応にも遅れ・誤りが目立
ち、その結果、日本地震の国力の低下を招くことになった。その背景には、中ソ両国に対する伝統的な認識と、
対米協調の必要性というこれも伝統的な固定観念が、中曽根に典型的なように多くの保守政治家の中にあること
があった。

研究成果の概要（英文）：Of the four global shocks that hit Japan in the 1970s, the growing threat 
from the Soviet Union and the impact on trade of resources and other goods were overcome primarily 
through cooperation between Japan and the United States.However, as a side effect, Japan was slow to
 respond to China's growing national power, which resulted in the current situation where it faces 
the threat.Similarly, there were noticeable delays and errors in Japan's response to currency and 
financial issues, which ultimately led to a decline in Japan's own national power.The background to 
these results was the traditional perception of China and the Soviet Union and the traditional fixed
 idea of the need for cooperation with the United States, which was held by many conservative 
politicians, as typified by Nakasone.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
複数の相互に作用する脅威が生じた場合、為政者の選択は、それらの脅威に優先順位をつけ、ある脅威に対抗す
るために他の脅威を増大させてしまうことがあることがわかった。一般的に、対処すべき脅威として為政者が取
り上げるのは短期的なそれであり、実際の脅威の根強さ、将来的な重要性には十分な配慮が行われないことがわ
かった。以上の点は、今後日本が対外政策を策定する際に十分に考慮すべきことである。このことから、本研究
が政策的助言として社会的に意義あるものであるものと言える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 まず、日本の経済的な長期的衰退、外交的な地位低下の状況があり、その原因解明について一
昔前のイギリスと比較して日本では多角的な研究が不足している状況があった。次に、イギリス
における衰退論争は自国の強み・弱みを見つめることにつながり、その後の経済政策・対外政策
に寄与する面があったことが認められた。そこで、日本の長期的衰退の起点を 1970 年代から 80
年代にかけてのグローバル化初期にあると想定し、そこにはどのようなグローバル・ショックが
あったのか、その中でうまく対応できた点・できなかった点は何であったのか、できた理由・で
きなかった理由はなんだったのか、それぞれの点について前後の時期に視野を広げつつ今日ま
での流れを把握する必要があると考えた。 
 
２．研究の目的 
 
 国家として対応すべき課題として、まずは安全保障問題と経済力強化の問題があり、それぞれ
具体的には冷戦下における共産主義国家・ソ連の脅威の増大、資本主義陣営に参加してきた中国
の経済力増大に伴う脅威への対応、財を中心とする貿易摩擦への対応と自由貿易システム維持
の問題、金融面を中心とする最も強力なグローバル化への対応が挙げられた。これらへの対応を
個別に分析するのではなく、その時々の政府の対応の分析という形で横断的・総合的に検討する
ことを目的とした。その結果得られる研究成果を、政策提言という形で社会に還元することを目
的とした。 
 
３．研究の方法 
 
 研究参加者は共に一次史料に依拠した資料実証主義によって外交史を分析しているため、本
研究でも近年の新規公開史料及び関係者のインタビュー資料を用いたが、コロナ禍のマイナス
要因によって予定通りには史料収集・分析が進まなかった。それは置いておくとして、方法とし
ては、まずは個々のテーマごとに資料を読み込んで微視的に解明していき、次にそれを統合的に
把握できる分析枠組みを構築して、その仮定的なモデルによって改めて個々の政策を分析して
いくという手法をとった。安全保障の問題ではソ連の脅威に対するための対米協調・中国への支
援政策が、日本の自由貿易体制への関与・中国の国力の増大による脅威の増大にどのように影響
を与えたかという連関を分析することにした。経済面では、日米貿易関係の調整が、どのように
国際経済システムに影響を与えたか、安全保障政策・日米安保体制からの影響があったのか、ま
た金融面の政策にどのような影響を与え、この分野でのグローバル化の遅れにつながったのか
という関連を分析した。 
 
４．研究成果 
 
 高橋は主に 1970 年代に影響を与えた 1960 年代後半にまで視野を広げて分析し、佐藤が 1970
年代を起点にその影響を 2000 年代にまで範囲を広げて分析した。高橋は、アメリカのドル防衛
への協力やベトナム戦争時の支援、さらにはブレトンウッズ体制崩壊後の国際経済システムへ
の協調などが、安全保障上の対米依存関係から導き出されたこと、その一方で「アジア太平洋経
済圏」構築構想などのマルチへの動きも見せたことを解明した。しかし、1970 年代のアジア冷
戦への対応において、日本の外交は対米協調、それも経済的な譲歩による安全保障の関与獲得と
いう基本路線が続いたことを明らかにした。 
 佐藤は、1970 年代に日本を襲った４つのグローバル・ショックのうち、ソ連の脅威の増大と
資源等の商品貿易の面については日米協調を中心に乗り切ったが、その副作用として中国の国
力増大への対応が遅れて現在のようにその脅威に対面する状況となったことを解明した。同じ
く、通貨・金融面の対応にも遅れ・誤りが目立ち、その結果、日本自身の国力の低下を招くこと
になったこと、その背景には、中ソ両国に対する伝統的な認識と、対米協調の必要性というこれ
も伝統的な固定観念が中曽根に典型的なように多くの保守政治家の中にあることがあった点も
明らかにした。中国への対応が遅れたことは、結果的に安倍内閣による中国を標的としたような 
政策、例えば「インド太平洋構想」によって対応が始まるといったように今世紀にまで問題解決
がずれ込んでいる。1970 年代から 1980 年代にかけて財を中心とする貿易のグローバル化につい
ては、それが米国他先進国との経済摩擦を引き起こしたが、これについては日本製造業の対外進
出で対応したが、その結果の産業空洞化、国内に替わりうる成長産業が不在となったことは今日
まで問題を引きずっている。 
本研究を通じて、複数の相互に作用する脅威が生じた場合、為政者の選択は、それらの脅威に

優先順位をつけ、ある脅威に対抗するために他の脅威を増大させてしまうことがあることがわ
かった。一般的に、対処すべき脅威として為政者が取り上げるのは短期的なそれであり、実際の



脅威の根強さ、将来的な重要性には十分な配慮が行われないことがわかった。以上の点は、今後
日本が対外政策を策定する際に十分に考慮すべきことと言える。 
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